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地方創生協働研究
宮古市�「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に係る産業振興の客観的指標

　設定に向けた調査研究」
研究代表者：植田眞弘（宮古短期大学部）、研究チーム員：三上　巧（宮古市）

1　研究の概要（背景・目的等）
　宮古市では、大震災津波以降、加速化している生
産年齢人口を中心とした人口の域外流出に歯止めをか
けるために、産業振興を雇用創出に結び付けているこ
とが重要な地域課題であり政策目標のひとつである。
　こうした目標を実現していくためには「総合戦略」策
定にあたって、産業振興についての目標値やロードマッ
プを作成することが不可欠である。本研究は、こうし
た地域のニーズに対応して、総合戦略に盛り込む産業
振興の課題を整理して提示することを目指したもので
ある。
　総合戦略の策定は、農業協同組合・漁業協同組合・
森林組合・商工会議所・社会福祉協議会・PTA連合
会・校長会等とNPO 等の団体、公募委員等 30 名の
「市民推進委員会」が担った。
　市民推進委員会で検討する「事務局案」策定に際し
ては、
⑴　 市民推進委員と、市役所若手職員で構成される「策
定作業チーム」に対して事前に「課題検討用紙」
を送付し、意見を提出してもらう。

⑵　 平成 27年に実施した「宮古市まち・ひと・しごと
創生総合戦略 “ 市民アンケート” 調査」と「宮古
市まち・ひと・しごと創生総合戦略 “高校生アン
ケート” 調査」の結果を整理する。

　の二つの方法で集めた意見を、「市民推進委員会」
で示し、①出産・子育て支援　②産業振興　③魅力
の発見・発信の三つの課題ごとにグループワーク形式
で検討し、そこで提示された意見を整理し、次回の市
民推進委員会で「総合戦略」の修正案を策定していく。
　そして、この作業を繰り返して、総合戦略の成案を
策定する、という手法を用いた。

2　研究の内容（方法・経過等）
　宮古市が大震災からの復興を持続可能な地域社
会・経済の構築につなげていくために取組むべき諸課
題を体系的に示す「宮古市まち・ひと・しごと創生総
合戦略」の三つの柱である⑴出産・子育て環境の整
備 ⑵産業振興 ⑶地域の魅力の発見・発信、のそれぞ
れについて、第 2回目の「市民推進委員会」から、市
民推進委員と市役所若手職員で構成される「策定作業
チーム」の双方に「課題検討用紙」を事前に配布し、
意見を提出してもらった。
　第 2回目から 4回目まで、そこで提示された意見を、
事務局が担当部署の意見を聴いたり「総合計画」との
整合性を検証して整理し、次回の「市民推進委員会」
で配布し、テーマごとにグループワーク形式で委員会
を進めた。
　第 2回目から 4回目までの3回の市民推進会議では
こうした一連の作業を繰り返して行うことを通じて、論
点を整理し、総合戦略を策定していった。その際、「市
民推進委員会」と「策定作業グループ」からの提案を
総合戦略に盛り込むことができない場合は、必ずその
理由を示すということを申し合わせた。
　平成 28 年 2月9日に策定した「宮古市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」は、「人口ビジョン」による現状
分析と市民の意識や希望を踏まえてここに示した5つの
「基本姿勢」に基づいて、「基本理念」と「基本目標」
を以下のように定めた。
　　　

基本姿勢

①　安定した雇用環境の確保・充実
②　子育て世代・若い世代の生活支援
③　いつまでも住み、暮らせるまちづくり
④　各地域にあった施策の展開
⑤　人口減少に対する意識の共有

＜要　旨＞
　本研究では、「宮古市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の産業振興に関連する項目を、宮古市の地理的・歴史
的特性を踏まえた実現可能性の高い内容にしていくことを課題として設定した。産業振興の課題と到達目標につい
て、総合計画との整合性を検証しつつ、さらに、住民のニーズを反映することに力点を置いて、「宮古市まち・ひと・
しごと創生総合戦略市民推進委員会」（以下では「市民推進委員会」と略記。）のメンバーと、市役所若手職員をメ
ンバーにして設置した「策定作業チーム」との意見交換を繰り返しながら課題に取組んだ。
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基本理念 安定した仕事を持って、子どもを幸せに
育てられるまちづくり

　　　

基本目標

しごと：地域に根ざした産業を振興し、
生活を支える所得が得られる仕事を創出
する。
ひと：子どもを産み育てやすい環境をつく
り、結婚・出産・子育ての希望をかなえる。
まち：地域の魅力向上を図り、より快適
で豊かに暮らせる環境をつくる。

　「基本姿勢」「基本目標」は、「市民推進委員会」の
意見が反映されており、基本目標を実現するための施
策、事業についても数値目標も含めて分かりやすく具
体的に示されており、グループワーク形式の検討の成
果が随所に見られる「総合戦略」になっている。

3　これまで得られた研究の成果
⑴出産、子育て環境
　生産年齢人口、特に 20 代、30 代の人口流出に歯
止めをかけるためには「雇用の確保」と「出産・子育
て環境」の整備が不可欠である。
　保育施設の拡充と保育士の確保に関して、量的拡大
に止まらず、多様なニーズに対応できる質的環境の整
備が求められる。例えば宮古市の場合、漁業地域に
おいては繁忙期に女性たちが早朝から浜に出ることが
求められており、保育時間を仕事の実態に合わせるこ
とが不可欠である。
　こうした、地域特性を踏まえた「出産、子育て環境」
の整備についても総合計画よりも一歩踏み込んだ具体
的方向性を盛り込んだ。
⑵産業、雇用の振興
　宮古市は水産業と観光業が二つの基軸産業である
ことを踏まえ、観光業においてはフェリーの定期就航
に合わせた観光ルートの開拓や、ITを活用した地域
情報、観光情報の発信の仕組みの構築が求められる
といった具体的な取組み課題を盛り込んだ。
　水産業に関しては、漁業協同組合や事業者と行政が
連携して水産加工業流通業の持続的発展を実現してい
くための取り組みについて、グループワークやアンケー
ト結果を反映させた具体的な項目を提示した。
　前述した「高校生アンケート」の結果、水産加工業
をいわゆる「3Ｋ」の職場と捉えている高校生の割合
が多かった。こうした評価の背景には、水産加工工場
の就労環境が劣悪であり、常雇用の割合が低く低賃金
であるといった、理解がある。

　しかし、現在の水産加工工場は、製品の安全性と
いう面からも清潔に保たれていることや、常雇用の割
合が増えており、必ずしも低賃金の仕事ではない、と
いった実態を周知していくことが求められる。
⑶小括
　前述した「策定作業チーム」「市民アンケート」「高校
生アンケート」で提示された論点を事務局が整理して、
「市民推進委員会」において討議していくという手法は、
住民の意見を総合戦略に反映させるという狙いを充分
に達成するものであったと評価できる。

4　今後の具体的な展開
　策定した「総合戦略」の進捗状況をチェックするた
めの組織を「市民推進委員会」メンバーを核にして立
ち上げることになっているが、策定した戦略を見直すこ
とも含めてPDCAサイクルを検証していく。

5　その他（参考文献・謝辞等）
　本調査研究を進めていくにあたり、｢市民推進委員
会｣ と ｢策定作業チーム｣ には事前に「課題検討用紙」
を配布して、意見を求めたが、それぞれの活動実践に
裏打ちされた貴重な意見を提示していただいた。また、
事務局は、これらの提言を整理するととも、提言を反
映させる方向で「総合戦略」に修整を加えていった。
こうした作業を繰り返すことによって、一方で、総合計
画の内容を補強するとともに、他方で、市民の意見や
ニーズが反映された「総合戦略」を策定することがで
きた。
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地方創生協働研究
花巻市�「花巻市における人口ビジョン・総合戦略の策定に係る調査・分析

　及び事務局案策定支援」
研究代表者：齋藤俊明（総合政策学部）
研究チーム員：堀篭義裕、近藤信一（総合政策学部）、伊藤昌俊、寺林和弘（花巻市）

1　研究の概要（背景・目的等）
　地方人口ビジョンと地方版総合戦略の策定にあたり、
平成 27年 4月1日に、庁内に、花巻市長を本部長と
する「花巻市まち・ひと・しごと創生推進本部」と、
関係部課長で構成する専門部会や係長級で構成する
ワーキンググループを設置した。
　また、総合戦略の策定にあたって市民や有識者の
意見を聴取するとともに、総合戦略案について検討し
ていただくために、住民代表や産業界・行政機関・大
学・金融機関・労働団体・マスメディアの委員で構成
する「花巻市まち・ひと・しごと創生有識者会議」を
設置した。
　岩手県立大学は、県内自治体に対して支援を行うた
めに「地方創生支援チーム」を設置した。花巻市にお
いては、「花巻市まち・ひと・しごと創生有識者会議」
への参画により、案に対する助言を行うほか、人口減
少問題に関するシンポジウム、ワークショップの実施に
ついて支援等を行った。

2　研究の内容（方法・経過等）
　⑴ 「花巻市まち・ひと・しごと創生有識者会議への

参画」
　住民代表や産業界・行政機関・大学・金融機関・労
働団体・マスメディアで構成する「花巻市まち・ひと・
しごと創生有識者会議」のメンバー（副座長：齋藤俊明）
として参加し、人口ビジョン及び総合戦略の検討にあ
たった。

　⑵  「人口減少問題に関するシンポジウム、ワーク
ショップ等の開催支援」

　人口ビジョンと総合戦略を策定するにあたって、市
民と人口減少問題を共有し、花巻市の将来を考える機
会が必要であること、また課題を明らかにし、課題解
決のための具体的な取り組みを官民一体となって考え、
総合戦略に反映することが重要であるということから
「花巻市の人口減少と地方創生を考える市民ワークショ
プ」を開催した。
　具体的には、人口減少社会のなかで持続可能な地

域社会をどう構築していくかという視点から基調講演、
テーマ別ワークショップを実施した。
　ワークショップは4つの地域で実施されたが、ファ
シリテーターとして岩手県立大学総合政策学部の学生
が参加した。

　◎基調講演　9月28日　花巻市定住交流センター
　「あらためて持続可能な地域社会について考える－人
口減少社会を超えて－」（講師：齋藤俊明）と題し、基
調講演を行い、その後参加者との意見交換や、事務局
から総合戦略（素案）の説明を行った。

　◎テーマ別ワークショップ
　　10月10日　石鳥谷生涯学習会館、花北振興センター
　事務局で作成した総合戦略（素案）を基に、基本目
標に関連するテーマ、雇用創出、転入促進・転出抑制、
結婚・出産・子育て、地域づくり・都市づくりについて
ワークショップを実施した。

　◎地域別ワークショップ
　　大迫地域　10月21日、10月30日
　　東和地域　10月29日、11月11日
　大迫地域（旧大迫町）と東和地域（旧東和町）は人
口減少が著しく、過疎地域となっていることから、そ
れぞれ計 2回のワークショプを実施した。
　 1回目は、各地域のコミュニティ地区ごとに将来人口
の推移を示し、地域の現状把握と課題の整理を行った。
2回目は、総合戦略（素案）をもとに、各地域におい
て持続可能な地域社会を構築するための具体的な取り
組みについて検討を行った。
　
　⑶ 「女性や高卒者、ＵＩＪターン者の就労支援策の

検証（市内企業や女性企業者へのヒアリング調
査）」

　ＵＩＪターンの雇用について市内企業を対象としたア
ンケート調査を行った。ＵＩＪターン者を雇用していな
い企業は 87.8％であったが、「機会があれば雇用した
い」と回答した企業は 57.9％にも上っている。また、「県

＜要　旨＞
　本研究は、花巻市における地方人口ビジョンの作成および地方版総合戦略の策定を支援することを目的としてい
る。調査・分析にあたっては、地域住民を対象としたワークショップを実施して総合戦略（素案）について意見交換
を行うとともに、人口減少社会の到来にともなうさまざまな地域課題の発掘と解決策について検討した。ワークショッ
プにおいて提案された具体的な取り組みは、総合戦略の改訂版に一部盛り込まれた。また、ワークショップには本
学総合政策学部の学生も参加した。
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外からの採用希望者がいない・少ない」と答えた企業
が 41.3％もあることから、人材確保のための情報発信
が弱いことが明らかとなった。
　総合戦略では、ＵＩＪターン者が市内の企業に就職
した場合の奨励金交付事業に取り組むほか、求職と求
人のマッチングを強化するため、首都圏にＵＩＪターン
センターの設置を検討している。

　⑷ ⑸「地元企業と大企業との産業連関の調査・分
析」、「本社機能等の移転を含めた企業誘致・工
業団地等整備の方向性の検討」

　本テーマについての調査・分析及び検討は、時間の
都合で実施できなかったが、総合戦略では、施策の
方向性に「企業の拠点化を支援する」を掲げ、本社機
能の移転等について検討することとしている。

　⑹「地場企業の振興施策の検討」
　花巻市のものづくり産業は、特許出願数も多く、生
産技術力において十分な潜在力を持っているが、受託
製造や中間品製造が主となっており、付加価値が高い
最終製品の開発が課題となっている。
　新産業や新技術を創出することが必要であることか
ら、「力強いものづくり産業の構築」という方針のもと、
企業連携による「オープン・イノベーション」の必要性
をテーマに市内企業を対象としたセミナー（講師：近
藤信一）を開催した。
　また、宿泊業などのサービス業の生産性の向上が必
要であることから、ものづくり産業において活用されて
いる「カイゼン」の導入による生産性向上に対する支
援を行うこととしている。

　⑺ 「いわて花巻空港を活用した外国人観光客の誘
致施策の検討」

　岩手県の外国人観光客入込数 85,423人（2014 年）
のうち、いわて花巻空港への外国人入国者数は、4,989
人であるが、外国人観光客のほとんどは、成田空港か
羽田空港に入国後、貸切バスで岩手県入りしている。
　このような状況においては、いわて花巻空港を利用
した外国人観光客の誘客に積極的に取り組むだけでな
く、国際定期便の誘致やＬＣＣ（格安航空会社）の誘
致など、岩手県と一体となった取り組みが必要と考え
られる。
　また、大規模な温泉宿泊施設を有しているものの、
外国人宿泊者数は15,000人（2014 年）にとどまり、繁
忙期と閑散期の差が非常に大きいことから、総合戦略
では、新たなコンテンツとしての体験型観光プログラム
の構築や海外での効果的なプロモーションの実施等に
取り組むこととしている。
　また、「観光地経営」の視点に立った観光地域づ
くりが必要であることから、国が推進している日本
版 Ｄ Ｍ Ｏ（Destination Management/Marketing 
Organization）について、花巻市においても他自治
体との連携によるＤＭＯの設立を検討すべきである。

　⑻  日本版ＣＣＲＣの可能性の検討（高齢者移住の経
済効果、移住に関する条件整理、地域医療や介
護ネットワークの構築等）

　本テーマについては、単なる地方への移住促進や介
護分野での雇用の創出だけではなく、今後深刻化が予
測される東京圏の介護施設不足の対策の一面もあるこ
とから、国の動向や先進事例についての状況を注視し
ながら、引き続き、調査・分析を進める必要があると
いう点を確認した。

　⑼ 旧市町ごとの産業構造や社会動態、担い手の有
無等の検証による地域特性を踏まえた地域ビジョ
ンの検討

　本テーマについては、地域ビジョンの検討にまで至っ
ていないが、平成 26 年度に岩手県と岩手県立大学と
の協働研究による「小地域別の将来推計人口を考慮し
た地域課題の分析と対応策に関する研究（研究代表者：
堀篭義裕）」を参考に、事務局において各コミュニティ
地区の将来人口推計を行った。
　今後も各地域の産業構造や地域特性の把握・検証
を進めることが重要であり、多くの地域住民が参画し
た地域ビジョンの策定を行うなど、地域の特性に応じ
た人口減少対策や、持続可能な地域社会づくりに取り
組むことが重要と考える。

3　これまで得られた研究の成果
　本調査・分析において実施したワークショップには、
延べ150 名を超える市民が参加した。ワークショップ
によって、花巻市全体のみならず、地域のかかえるさま
ざまな課題が明らかになるとともに、課題解決のため
の取り組みについて数多くのアイディアが出された。課
題や具体的な取り組みについては報告書としてまとめ、
事務局へ提出した。
　総合戦略はワークショップを通して提案された市民
の意見が十分に反映されたものとなっており、策定へ
の市民の参画という目的においても一定の成果があっ
たと考えられる。また、庁内のワーキンググループによ
る検討過程においても、外部の関係者や有識者約190
の個人・団体から意見を伺った。

4　今後の具体的な展開
　花巻市では、10月末に一旦総合戦略を策定したが、
引き続き、市民や有識者から意見を伺い、平成 27年
度末に改訂版を策定した。施策の効果検証を踏まえ、
必要に応じて改訂する予定である。
　今後は、総合戦略の着実な進行を図るだけでなく、
総合戦略の周知やＰＤＣＡサイクルによる検証と効果的
な施策の構築を図ることが求められる。
　また、大迫、東和地域で実施したワークショップでは、
人口減少社会における課題解決のためのアイディアが
数多く出された。このようなワークショップを継続的に
実施することによって地域づくりの機運の醸成が期待
される。
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地方創生協働研究
二戸市「住民と行政の協働による地方版人口ビジョン及び総合戦略の策定」
研究代表者：山田�佳奈（総合政策学部）、研究チーム員：泉山茂利樹（二戸市）

1　研究の概要（背景・目的等）
　本研究では、主に次の二つの方向から進めることを
ねらいとした。
　⑴ 二戸市における社会減の構造およびその対応に向

けた方向性の分析
　⑵ 地域住民の意見集約および結果の反映方法と仕

組みづくりに関する検討
　まず、⑴に関して、具体的には、人口減少に歯止め
をかけ、地域の魅力をいっそう高めるための方途を探
るべく、二戸市の人口推移のデータと産業構造の推移・
これまでの関連施策・住民活動等に関して複合的に分
析を行い、同市の「強み」を協働研究において析出す
ることを目指した。
　次に、⑵については、二戸市で既に地域住民の意
見を集約し反映させるための調査が進行していたこと
から、それらの結果を上記⑴の方向性や総合戦略の
全体構想の中で随時位置づけることを目的とした。か
つ、必要に応じて住民への聞き取り調査等を行うこと
も視野に入れながら本研究を進めた。
　さらに、人口ビジョンと総合戦略の策定後は、計画
を実行に移す仕組みづくりが重要な鍵となるため、平成
27年の秋以降も引き続き協働で検討を行うこととした。

2　研究の内容（方法・経過等）
　上記のねらいのもと、本研究では二戸市の人口推移
データや人口推計に基づき、自然・社会増減の構造な
らびに昼間・夜間の人口動態を分析した（二戸市によ
る）。また、以下のワークショップや検討会で出された
意見を整理・分析しながら、二戸市の人口ビジョンおよ
び総合戦略の原案作成を進めた。なお、下記の①か
ら④は二戸市の主催により実際の運営・実施と結果の
整理等が行われており、⑤は二戸市と県立大学の合同
で行った。

　①「地区別まちづくりワークショップ」（二戸市内）
　②「中高生が描く二戸市の未来」意見交換会
　③各部・各種団体との意見交換（二戸市内）
　④ 二戸市総合計画策定委員会ワーキンググループ
「人口減少検討部会中間報告会」（二戸市役所の
若手職員を中心とした検討会）

　⑤ 大学生・大学院生有志（岩手県立大学総合政策

学部・研究科）による諸データ・資料の検討およ
び二戸市担当者との意見交換

　これらの経過から3点抽出し、その概要を述べる。
　①「地区別まちづくりワークショップ」：二戸市内の
5 地区（福岡・石切所・堀野・米沢／金田一・仁左平
／斗米／御返地／浄法寺）で、それぞれ 3回ずつワー
クショップが行われた。その際の意見交換の項目は、
「30 年後の目指すべき将来像」「将来像を実現するた
めの取り組み」「役割分担」「目標とする数字」である。
　③「各部・各種団体との意見交換」：二戸市役所の
各部および二戸市内の各種団体と、上記と同様の項目
（例：「目指すべき将来像」ほか）について意見交換
が行われた。実施された件数は、95である。
　⑤大学生・大学院生有志による諸データ・資料の検
討および二戸市担当者との意見交換：⑴のねらいに関
連し、二戸市の魅力の析出を、地域「外」からの、か
つ若い世代の視点で試みた。その検討をふまえ、二戸
市担当者との意見交換を行った。
　また、これら①～⑤以外にも、平成 27年度中に二
戸市総合計画審議会が計 6回開催され、人口ビジョン
や総合戦略の考え方等について、それぞれの分野から
意見が出された。

3　これまで得られた研究の成果
　前項で述べた二戸市の取り組みや各意見の内容よ
り、何点か指摘しておきたい。
　まず指摘したいのは、①「地区別まちづくりワーク
ショップ」の意義である。こうした住民ワークショップ
を二戸市として開催するのは、今回が初めてであった。
だが、実施後の参加者アンケートにおいても「ワーク
ショップに参加した満足度」の質問への回答（N=75）
では、「満足」が 38.7%、「やや満足」が 41.3%となっ
ており、合計すれば約 8 割の参加者がワークショッ
プについて「満足」に近い感想を抱いていることが分
かる。さらに、「次に開催する場合参加したいと思う
か」という質問（N=78）に対しては、「ぜひ参加した
い」（22.2%）・「都合がつけば参加したい」（67.8%）と、
次回への参加意欲も確認できたと言ってよい。
　こうしたことから、今回行われたワークショップとい
う手法は、住民にとっては自分自身の意見の表明と同

＜要　旨＞
　本研究では、岩手県二戸市において「住民と行政の協働」を中心的な視点の一つとしながら「人口ビジョン」と
総合戦略の策定を行った。その過程では、例えば住民ワークショップや中高生との意見交換が実施されるなど、多
様な世代や分野の住民と行政職員が同じ立場で地域の諸課題を共有し対話・討議するという機会が得られた。こ
れらは新たな「協働」の形成へのステップと言え、今後の地域の持続性にとって大きな寄与となろう。
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時に、他の住民と同じ土俵で意見を交わすことができ
る機会となり、今後の二戸市の地域づくりを進める上
で一つのステップになったと考えられる。
　また、このワークショップには二戸市職員や新採用
職員も各班に加わり、地区住民と同じ立場で意見交換
を行った。この参加の仕方もまた、同じ二戸市民とい
う目線で将来の地域を考えることの促進につながると
思われ、「住民と行政の協働」という意味でやはり重
要であったといえよう。このスタイルからもやはり、住
民が積極的に関与する戦略推進の仕組みづくり、ひい
ては継続的な地域づくりに関する示唆が得られると思
われる。
　次に、②・④・⑤の取り組みに関連したところで言
えば、中学・高校・大学（大学院）・若手職員といった、
若い世代のそれぞれの層の考え方や意見の取り入れを
図っている点もまた、特に今回のテーマにとっては意義
を持ったと考えられる。こうした方向性は、最終的に「基
本構想」の「みんなの目標」に盛り込まれた、「次代へ
紡ぐ…」あるいは「…共

きょう

創
そう

で紡ぐまち」という言葉にも
象徴的に表れている。とりわけ今後数十年の人口を展
望する際には、若者の働き方や子育て環境に関する現
実的な計画と施策が必須と言え、そうした若い世代が
「我がこと」として地域の計画を知り、意識し、参画す
ることは、今回の原案作成プロセスにおいて既に長期
的な「人づくり」が行われていることを意味してもいよう。
　以上より、今回の人口ビジョン等の作成において、
幅広い立場や多世代の住民の視角が入ることにより、
より多面的でありつつ、一方で基本方針として捉える
支柱が明確化されたことがうかがえる。
　これらをふまえれば、今回のビジョン等の作成過程
において、相互にオープンな対話が生まれ、かつ、地
域住民同士、あるいは住民と行政との間で地域の諸課
題が共有される機会は、今後の「協働」の地域づくり
を進める上で極めて重要なステップであったと言える。
住民の参加プロセスについてはこれまでも様々な研究
で指摘されているが、今回のワークショップの参加者ア
ンケート結果などからも、こうした参加・対話の機会に
たいする積極的な意見や継続実施への期待が見られ、
ここには新たな「協働」の土台が形成されつつあろう
【図1】。

4　今後の具体的な展開
　以上のように、平成 27年度の一連の取り組みを通し
て、人口ビジョンと総合戦略に必要となる施策のポイン
トや視点が、時間軸を中長期まで広げつつ多様な角度
から盛り込まれたと考えられる。
　しかし、人口ビジョンや総合戦略が完成した現在に
おいては、これらの中に掲げた目標を、今後いかにし
て実現させていくかということが最も重要な課題となろ
う。その具体的な仕組みづくりについては、次年度も
引き続き議論と実践を要するが、平成 27年度を通して
同市で行われてきた取り組みの中に、既に幾つかの方
向性が示されていよう。すなわち、「住民と行政との協

働」の具体的な仕組みである。例えばワークショップ
の継続的実施や、さらに派生し、住民間あるいは住民
と行政との連携の機会が増すことが期待され、これは
「ソーシャル・キャピタル」増の可能性とも言える。

　
　
　

　
　また、「1 研究の概要」で述べた⑴に関して、研究開
始当初は、二戸市で進められていた調査と整合性を図
りながらインフォーマント調査を行うこととしていた。し
かし、平成 27年度中に住民ワークショップや中高生・
各種団体との意見交換など、幅広い世代や領域にわた
り、二戸市によって調査が行われたことから、インフォー
マント調査は次年度以降、その都度対象を絞りつつ継
続的に実施することが望ましいであろう。つまり、今後、
実際に人口ビジョンや総合戦略において目指されている
施策を進める際、特に対象となる分野に焦点を絞った
調査が想定される。
　昨今の状況に鑑みれば、人口減少の食い止めや人
口増は決して容易なこととは言えまい。それでもなお、
地域の様 な々主体が諸課題や危機意識を共有し、対話
と実践を重ねていくことは、今後の地域社会の持続性
と絶えざる再創造に不可欠となろう。

5　その他（参考文献・謝辞等）
【謝辞】
　本研究を進めるにあたり、調査や意見交換等でご協力い
ただいた皆様にあらためて感謝申し上げます。
【参考文献】
・ 北川忠明・山田浩久編著、2013、『地方都市の持続可能な
発展を目指して』山形大学出版会

・ 長瀬光市（監修・著）／縮小都市研究会（著）、2015、『地域
創生への挑戦－住み続ける地域づくりの処方箋』公人の友社
・ Putnam, R. D., 1993, Making Democracy Work:  Civic 
Traditions in Modern Italy, Princeton University Press,  
［河田潤一訳『哲学する民主主義－伝統と改革の市民的構
造』、2001、NTT出版］
・ 鈴木博・山口幹幸・川崎直宏・中川智之編著、2013、『地
域再生－人口減少時代の地域まちづくり』日本評論社

図 1．住民と行政との「協働」に向けたプロセス（概念図）
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地方創生協働研究
金ケ崎町�「金ケ崎町における人口ビジョン、総合戦略の策定に係る調査・

　分析」
研究代表者：齋藤俊明（総合政策学部）、
研究チーム員：田島平伸（総合政策学部）、高橋　修・相澤　啓・松本浩和・藤原一裕（金ケ崎町）

1　研究の概要（背景・目的等）
　金ケ崎町では、トヨタ自動車東日本株式会社岩手
工場等の製造業により雇用の場に恵まれており、社会
動態においてしばしば転入超過の時期があったことか
ら、人口は約16,000人を維持してきた。
　しかし、人口ビジョン・総合戦略の策定にあたって
は、人口減少社会の到来を見据え、特定の産業に過
度に依存しないよう、現在の企業等の支援等を継続し
ながら、その他の産業育成や雇用創出施策についても
検討することとした。
　一方、生活圏ごとの人口動態をみると国道 4号線周
辺の南方地区、三ケ尻地区では宅地開発や大型ショッ
ピングセンターの進出などによる生活環境の向上など
を背景に人口増加を続けているが、その他の 4 生活圏
（街・西部・永岡・北部）では、人口が減少している。
　本研究においては、特に人口減少が予想される生活
圏における持続可能な地域づくり、6 次産業化等をふ
くめた自給自足的な地域内経済循環や、医療や介護等
の地域福祉の分野について調査・分析することによっ
て、総合戦略における効果的な施策等の展開について
検討することとした。

2　研究の内容（方法・経過等）
　人口ビジョンについては、金ケ崎町が一般財団法人
岩手経済研究所に策定支援業務を委託して策定を進
めた。また、ワークショップ等の実施により生活圏ごと
の人口推計を行うことを検討したが、他の事業実施と
の関係から見送ることとし、同研究所が生活圏ごとの
人口推計を行った。
　雇用創出施策や地域における医療、介護等の地域
福祉分野の施策検討については、金ケ崎町の総合戦
略の3つの重点戦略のひとつ、「活力と特色のある地
域を創る」を進めるにあたり、生活圏毎の産業や歴史

文化等の特色や人口減少、高齢化等の課題等を顕在
化し、地域づくり計画を策定することを目指した。
　具体的には、少子高齢化など地域課題に対応する自
立した持続可能な地域づくりが求められていることか
ら、地域づくりに関わる人材育成を目的として、岩手県
立大学地域政策研究センター・公共政策研究所主催に
よる「地域づくり大学・かねがさき校」を開校し、住
民主体のワークショップ（ 4回開催）を実施した。
　また、地域づくりの拠点として生活圏ごとに設置して
いる地区生涯教育センター（公民館）の活用について検
討するとともに、西日本の過疎地域を中心に取り組ま
れている「小規模多機能自治」という考え方や実践方
法等について、先進地である兵庫県朝来市の取り組み
についても調査・分析を行った。

3　これまで得られた研究の成果
　金ケ崎町の人口ビジョン及び総合戦略は、産学官金
労言の各分野が参加する「金ケ崎町まち・ひと・しご
と創生総合戦略有識者会議」における意見等をもとに、
金ケ崎町役場内部組織の金ケ崎町未来創生推進本部
（本部長：髙橋由一町長）での審議をへて、平成 28 年
2月に策定された。研究代表者は、「金ケ崎町まち・ひ
と・しごと創生総合戦略有識者会議」のアドバイザー
として支援を行った。
　総合戦略の構成は、以下のようになっており、岩手
県内で唯一、男性の数が女性の数を上回る自治体であ
ることから、「女性」を具体的にターゲットとして設定
していることが特徴のひとつである。

　　①若者が暮らしたいまちを創る
　　　・ 安定した雇用の維持と、多様な働く場の創出
　　　・ 若者同士や世代間で交流できる場の整備、

支援

＜要　旨＞
　本研究は、地方創生法にもとづいて、金ケ崎町の人口ビジョン及び総合戦略の策定を支援するとともに、策定に
必要な情報等の調査・分析を目的としている。総合戦略の策定にあたっては、各生活圏（概ね小学校区）の特色
や課題等に対するきめ細やかな調査・分析を行い、総合戦略をもって人口減少社会における持続可能な地域づくり
を目指すものである。
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　　　・ 出会いから結婚、子育てまでを応援する環境
の整備

　　　・ 地域への誇りや愛着心が育まれる環境の整備

　　②女性にとって魅力的なまちを創る
　　　・ 女性にとって魅力的な働く場の創出
　　　・ 都会にはない地方の魅力を発信する機会の創出
　　　・ 結婚・出産・子育てまで、切れ目のない安心

できる環境の整備
　　　・ ワークライフバランスが実現できる環境の整備
　　③活力と特色のある地域を創る
　　　・ 誇りの持てる地域産業の育成
　　　・ 地域内、地域外との交流の場の整備
　　　・ 多様な価値観を認め合い、子育てしやすい

環境の整備
　　　・ 地域づくりの支援と、高齢者が活躍できる場

の創出

　研究テーマのひとつである雇用創出施策の検討につ
いては、金ケ崎町の基幹産業である製造業の企業支
援や企業誘致を継続的に取り組む他、創業支援等の
中小企業や商業等の雇用の場の創出についても取り組
みが求められる。
　また、持続可能な地域づくりを進めるための自給自
足的な地域内経済循環を目指す取り組みとして視察し
た兵庫県朝来市等の取り組みがある。「小規模多機能
自治」は、地縁団体よりも高い事業性を持つコミュニ
ティーの法人化を目指す動きである。
　しかし、金ケ崎町は「生涯教育のまち」を宣言して
いることから、教育施設としての象徴である各地区生
涯教育センターをコミュニティーセンターに移管するこ
とについては慎重な検討が求められる。
　地域における医療や介護等に対する施策の検討につ
いては、金ケ崎町が地方創生事業の一環として実施し
た「地域拠点整備モデル事業」により、西部地区を対
象に 20 歳以上の住民全員からのアンケートと、自治会
長や民生委員・児童委員、社会福祉事業者等を中心に
ヒアリングを実施した。
　高齢化率は現在 30％を超えているものの、町中心
部まで車で 20 分程度であり、コミュニティーバス等の
運行もおおむね全域をカバーしていること、自治会より
も規模の小さい集落単位での互助の関係性がしっかり
していること等から、現状で大きな課題に発展してい
ない状況であった。
　このようなことから、地域における医療や介護等に

対する施策については、資料や情報収集にとどめた。

4　今後の具体的な展開
　今後の具体的な展開は、総合戦略に盛り込まれた
施策を、行政主導ではなく、住民や企業の参画により、
より有機的、効果的に実施することである。
　重点戦略のひとつである「女性にとって魅力的なまち
を創る」については、男性に比べ女性の方が都市部へ
の流出傾向が強いことから、「女性にとって魅力的なま
ちとは何か」という視点からの検討が必要である。施
策の具体的な展開にあっては、ターゲットの絞り込み
やマーケティング等、従来の行政の手法とは異なる手
法の開発が求められる。
　また、金ケ崎町は、製造業を中心とした雇用の場に
恵まれていることなどから、一人当たり市町村民所得
が岩手県で最も高く、また人口も大きく減少していない。
このため、行政や住民の危機感は他の市町村に比べ低
い。
　しかし、他方で、特定産業への過度の依存により、
他の産業の育成につながりにくい等、他の市町村とは
異なる課題がある。
　このような点を踏まえ、今後の具体的な展開として以
下の点を指摘する。
　金ケ崎町は県内の多くの自治体と異なり、人口減少
等の課題が顕著になっていないことから、既に人口減
少が加速化している自治体とは異なる視点が必要であ
り、そのひとつとしては、既存産業の維持・拡大である。
　製造業は、グローバル化の中で生産性の向上が求め
られるが、周辺市町の生産年齢人口の減少等により、
従業員は減少することが予想される。このようななか
で、自動車産業での優位性を維持するためには、北上
市・奥州市を含めた自動車産業に特化した産業クラス
ター化を国や岩手県と連携して進めることが求められ
る。
　また、金ケ崎町は水稲や園芸作物、畜産、酪農等
の農業資源にも恵まれていることから、農業資源を含
めた自給自足的な地域内経済循環のシステムを小さな
事業展開からの取り組みの検討が求められ、その担い
手としては、60 代、70 代の人材活用を中心に、若い
世代が活躍できる仕組みづくりが必要である。
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地方創生協働研究
一戸町「一戸町人口ビジョン・総合戦略の策定支援」
研究代表者：高橋秀行（総合政策学部）、研究チーム員：栗橋泰彦・久保田太一（一戸町）

1　研究の概要（背景・目的等）
　一戸町の 2010 年年から2040 年までの人口減少率
は、マイナス47.1％であり、県内でも6 番目に高い。県
北の市町村ではもっとも人口減少率の高い自治体であ
る。この結果、2010 年に14,187人あった人口が 25 年
後の 2040 年には約 7,500人にまで減少することが予
測されている。この人口減少を食い止め、町内の産業
を育成するとともに、若者の交流や結婚支援、子育て
支援、教育環境の整備等を実現するため、「人口ビジョ
ン」及び「総合戦略」を策定した。

2　研究の内容（方法・経過等）
　研究方法については、当初研究代表者が全面的に
策定支援を行うA支援を模索した。しかし、一戸町
は県内他自治体で多く採用されたコンサルタントへの
委託方式をとらず、あくまでも庁内で自力でつくる方式
を採用した。また、人口ビジョン・総合戦略策定にあ
たっては、役場若手職員によるワークショップを開催し
たほか、主な策定組織である総合戦略推進委員会以
外に、広く各団体との意見交換会（11回）を実施し、
これを踏まえ、庁内ワーキンググループによる素案検討
→事務局による素案の作成→人口ビジョン・総合戦略
素案策定などを行った。
　これらの作業も一戸町が自力で行ったため、研究代
表者の支援はA支援ではなく、むしろ総合戦略推進
会議委員長として、案のとりまとめを行うという「B支援」
に実質的に移行した。この結果、30万円の研究費を
全く使うことなく、人口ビジョン・総合戦略が策定され
た。
　2016 年 2月15日の第 2回推進委員会で、事務局か
ら人口ビジョン及び総合戦略の案が提示され、研究代
表者は高齢者の積極的な活用など一部の施策を追加す

る必要性を指摘した。また、2月16日から23日にか
けて実施したパブリックコメントで寄せられた意見、労
働団体からの意見、教育委員会からの意見等を取り入
れ、案の一部修正を行ったものが、第 3回委員会で承
認され、町長に答申された。
　答申にあたって、推進委員会の委員からは人口ビジョ
ン・総合戦略の必要性に比し、町民の関心が低いこと
が指摘され、今後、総合戦略を町民に周知する必要
性が指摘された。さらに、総合戦略に盛られている取
組が行政のみでは実現できないことを考慮し、町民、
町民団体、行政、議員などがテーマ別に取組を具体化
し、実現に向けた検討を行う「100人委員会」的な協
働組織設置の必要性が全委員から指摘された。

3　これまで得られた研究の成果
　本研究においては、主に一戸町総合戦略推進会議
の委員長として、適宜アドバイスする程度にとどまった。
ただし、一戸町事務局の尽力により、今から25 年後
の 2040 年における一戸町の目標人口を 9,000人とし
（社人研の将来推計では 2040 年には 7,504 人）、40
年後の2060年には7,000人（社人研推計では4,342人）
を目標とすることとした。
　この目標人口を達成するために、総合戦略では、3
つの基本目標（「しごとづくり」「ひとづくり」「まちづ
くり」）を掲げた。「しごとづくり」では、一戸町の主
要産業である農林業の新規就業や後継者確保、町内
伝統工芸を産業として育成するための取組、学校と企
業、行政の連携に基づく職場体験による生徒等の町
内企業への就職促進、観光客向けの取組、移住・定
住支援などを掲げた。
　「ひとづくり」では、3つの柱として、「若者の交流・
結婚支援」、「子育て支援」、「教育」を掲げた。

＜要　旨＞
　本研究では、国が策定した「まち・ひと・しごと創生戦略」の基本的な考え方や政策 5原則などを基に、一戸町
における人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立をめざすために、一戸町「一
戸町人口ビジョン・総合戦略」の策定支援を行った。その結果、2016 年 3月2日の第 3回「一戸町総合計画及び
一戸町総合戦略推進委員会」にて、「一戸町人口ビジョン・総合戦略（案）」を策定し、町長に答申することができた。
　なお、策定主体である「一戸町総合計画及び一戸町総合戦略推進委員会」は、第 1回が 2015 年 8月2日、第
2回が 2016 年 2月15日、第 3回が 2016 年 3月2日に開催されている。
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　「まちづくり」では、再生可能エネルギーの生産・活
用、御所野遺跡の世界文化遺産登録、町の工芸品・
産品の振興、ホームページの充実による情報発信、地
域医療の充実、健康づくりに向けた取組、コミュニティ
における支え合いの促進などを挙げている。

4　今後の具体的な展開
　「総合戦略」は 2019 年度末までの 4 年計画である。
推進委員からは、重要業績評価指数（KPI）につい
て、4 年後の目標が低いのではないか？4 年後に総合
戦略が完結したあと、何がそれを引き継ぐのかなどの
質問が相次いだ。総合戦略と表裏一体をなすものとし
て、2018 年度を最終年度とする「一戸町総合計画後期
基本計画」が今回同時に策定された。しかし、後期
基本計画には数値目標の設定がなく、総合戦略の重
要評価指標がその代替となると事務局は回答した。
　しかし、総合戦略終結をにらみ、その後をフォロー
するためには、次期の総合計画について、数値目標を
盛り込んだ進捗状況管理のしやすい内容にリニューア
ルする必要性がある。
　また、研究代表者が委員長をつとめた一戸町総合
計画及び一戸町総合戦略推進委員会は今後も存続し、
総合戦略のKPIについて進捗・進行管理をすることが
期待されている。ただし、年度末 1～ 2回の開催だけ
では、推進委員会の形骸化が懸念される。
　その意味で、第 3回推進委員会で各委員が町長に
要望した「総合戦略」の町民への徹底的な周知および
町民や町民団体を巻き込み、協働により総合戦略の取
組を実施していく「100人委員会」「円卓会議」的な協
働組織を積極的に立ち上げる必要があるだろう。

5　その他（参考文献・謝辞等）
　今回、30万円を使ってもっと踏み込んだ支援を行い、
少しでも事務局の負担を軽減する予定であったが、さ
まざまな事情で推進委員会の委員長としてとりまとめに
尽力するというB支援に内容的には転換してしまった。
この点をお詫びするとともに、事務局として人口ビジョ
ンや総合戦略の策定にあたり、コンサルタントに頼らず、
自前でつくった一戸町まちづくり課の皆様、特にまちづ
くり課長の栗橋泰彦氏、主査の久保田太一氏には深く
お礼を申し上げたい。


